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第１章 ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画の策定の背景、目的及び基本的方向 

１ ＰＣＢ廃棄物処理計画の策定の背景 

ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、水に溶けず、化学的に安定し、

電気絶縁性が良く、沸点が高い等の性質を有し、変圧器、コンデンサー等の電気機

器の絶縁油、熱媒体及び感圧複写紙（いわゆるノーカーボン紙）等幅広い分野で使

用されてきた。こうした中、昭和 43 年に食用油の製造過程において熱媒体として使

用されたＰＣＢが混入し、健康被害を発生させたカネミ油症事件が起きた。その後、

様々な生物や母乳等からもＰＣＢが検出され、ＰＣＢによる汚染が問題となった。 

このような状況を踏まえ、昭和 47年からは、ＰＣＢの新たな製造はなくなり、さ

らに、昭和 49年６月から、その製造、輸入などが事実上禁止となった。しかし、そ

れから 30年以上経過してもＰＣＢ廃棄物の処理体制は整わず、長期にわたる保管が

継続する中で、管理の不徹底によるＰＣＢ廃棄物の紛失等に伴う環境汚染の進行が

懸念された。 

このような状況において、ＰＣＢによる環境汚染の防止等を図るため、国は、平

成 13 年６月にポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法

（以下「ＰＣＢ特措法」という。）を制定し、平成 15 年４月に「ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物処理基本計画（以下「国の処理基本計画」という。）」を策定、ＰＣＢ廃棄

物の拠点的広域処理施設を整備する方針等を定めた。 

一方で、平成 15 年２月には、北海道におけるＰＣＢ廃棄物処理施設の立地検討が

行われ、環境事業団による「北海道ＰＣＢ廃棄物処理事業実施計画」に係る環境大

臣の認可がなされた。しかし、本県を含む青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形

県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県

（以下「15 県」という。）においては、処理施設の設置に目途が立たないことから、

北海道ＰＣＢ処理事業所における高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理事業に 15県を加えた地

域を対象とする事業地域の拡大が行われ、平成 16年５月に国の処理基本計画が変更

された。 

本県では、この国の処理基本計画を踏まえ、県内のＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正

な処理を計画的に推進し、生活環境の保全と県民の健康保護を図るため、平成 18 年

３月に「新潟県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画（以下「本処理計画」という。）」

を策定した。 

環境事業団によるＰＣＢ廃棄物処理施設の整備は、中間貯蔵・環境安全事業株式

会社（当時は日本環境安全事業株式会社。以下「ＪＥＳＣＯ」という。）に承継され、

平成 16 年に北九州事業が始まり、豊田事業（平成 17 年）、東京事業（平成 17 年）、

大阪事業（平成 18年）、北海道事業（平成 20 年）による高濃度のＰＣＢを使用した

高圧変圧器及びこれと同程度の大型の電気機器が廃棄物となったもの（以下「大型

変圧器等」という。）、高濃度のＰＣＢを使用した高圧コンデンサー及びこれと同程
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度の大型の電気機器が廃棄物となったもの（以下「大型コンデンサー等」という。）

並びに廃ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油（以下「廃ＰＣＢ等」という。）（これらを「大

型変圧器・コンデンサー等」と総称する。）の処理と続いた。また、蛍光灯安定器等

の処理についても、北九州事業（平成 21 年）、北海道事業（平成 25年）により処理

が開始された。 

しかしながら、ＪＥＳＣＯでの高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理については、世界でも

類を見ない大規模な化学処理方式であることから、作業者に係る安全対策等、処理

開始後に明らかとなった課題への対応等により、当初予定していた平成 28年３月ま

での処理事業の完了が困難な状況となった。 

ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者（以下「保管事業者」という。）は、毎年度保管や

処分の状況についての届出を行うことのほか、政令で定める期間内の自ら処分又は

処分委託が義務付けられている。この期間は、ＰＣＢ特措法の施行時には、ポリ塩

化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法施行令（平成 13 年政令

第 215 号。以下「ＰＣＢ特措法施行令」という。）においてＰＣＢ特措法の施行の日

から起算して 15 年（平成 28 年７月まで）と規定されていた。しかしながら、ＰＣ

Ｂ特措法の施行後に微量のＰＣＢに汚染された電気機器が大量に存在することが判

明したことや、ＪＥＳＣＯにおける処理が想定よりも遅れていることなどを踏まえ、

平成 24 年 12 月にＰＣＢ特措法施行令が改正され、その期間は平成 39 年３月 31 日

までとされた。平成 26 年６月には国の処理基本計画が変更され、保管事業者がＪＥ

ＳＣＯに対し処分委託を行う期限として、計画的処理完了期限が設けられ、この変

更後の計画に記載する発生量に含まれない高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理や、処理が容

易ではない機器の存在、事業終了のための準備を行う期間等を勘案し、計画的処理

完了期限の後に、事業終了準備期間が設けられた。 

この計画的処理完了期限と事業終了準備期間は、拠点的広域処理施設が立地する

地元地方公共団体との約束を踏まえて設定されたものであり、その達成に向けてあ

らゆる努力を払うことが必要である。しかしながら、これまでの取組の進捗状況に

鑑みれば、その達成は決して容易ではないことから、計画的処理完了期限よりも前

の時点で処分期間（ＰＣＢ特措法第 10 条第１項の規定に基づき高濃度ＰＣＢ廃棄物

の種類ごと及び保管の場所が所在する区域ごとに高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理の体制

の整備の状況その他の事情を勘案して政令で定める期間をいう。以下同じ。）を設定

し、この処分期間内に高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使用製品（ＰＣＢ使用

製品とは、ＰＣＢ原液、ＰＣＢを含む油又はＰＣＢが塗布され、染み込み、付着し、

若しくは封入された製品をいう。以下同じ。）を自ら処分又は処分委託もしくは廃棄

（ＰＣＢ使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。以下同じ。）すること等

を義務付け、都道府県知事の報告徴収及び立入検査の権限の強化、高濃度ＰＣＢ廃

棄物の処分の代執行等の規定を盛り込んだＰＣＢ特措法の一部を改正する法律（平
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成 28 年法律第 34 号）が制定され、平成 28 年５月２日に公布、平成 28年８月１日

に施行された。 

また、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）においては、昭和 51 年 10 月から

ＰＣＢ使用電気工作物（電気工作物に該当するＰＣＢ使用製品をいう。以下同じ。）

を新規に施設することが禁止されたが、昭和 51 年 10 月当時に既に設置されていた

ＰＣＢ使用電気工作物については、適切な管理の下で引き続き使用することが認め

られた。しかしながら、施設後約 25 年を経過しても依然として相当量のＰＣＢ使用

電気工作物が使用されており、設備の経年劣化も懸念されていた。このため、ＰＣ

Ｂ特措法が制定されたことと併せて、平成 13 年 10 月 15 日に電気事業法電気関係

報告規則（昭和 40 年通商産業省令第 54 号）が改正され、ＰＣＢ使用電気工作物を

設置する電気事業者等に、その使用及び廃止の状況について国に対し届け出ること

が義務付けられた。さらに平成 28 年のＰＣＢ特措法の改正と併せて、高濃度ＰＣＢ

使用電気工作物については、電気事業法に基づく経済産業省令（電気関係報告規則

及び電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第 52 号）及び

電気関係報告規則）等の改正により、使用禁止、管理状況の届出等の措置を講ずる

こととされた。 

一方、ＰＣＢ特措法施行後の平成 14 年、ＰＣＢを使用していないとされる変圧器

やコンデンサーから微量のＰＣＢが検出されるものがあることが判明したことから、

環境省では、焼却実証試験を行い、その試験結果を踏まえ、平成 21年に廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）において無害化処理認定

制度の対象に微量のＰＣＢに汚染された廃棄物が追加され、その後、当該制度を活

用して微量のＰＣＢに汚染された廃棄物の処理体制を確保する取組が始まり、平成

22 年から処理が始まった。このほか、低濃度ＰＣＢ廃棄物に該当する柱上変圧器に

ついては、平成 13年から電力会社が自社処理に取り組んでいる。 

国においては、ＰＣＢ廃棄物は、過去約 30 年間処分がなされず保管を余儀なくさ

れたが、これまでの取組により、ＰＣＢ特措法の制定以降、大きく処理が進んだと

しているが、一方で、ＰＣＢ廃棄物の処理完了に向けては、まだ道半ばであり、今

後、計画的処理完了期限の一日も早い達成に向けて、保管事業者、ＰＣＢ使用製品

を所有する事業者（以下「所有事業者」という。）、ＰＣＢ使用製品を製造した者（以

下「製造者」という。）、国、地方公共団体、ＪＥＳＣＯ等の関係者があらゆる努力

を払い、一丸となってこの問題を解決するという確固たる意思を持って、それぞれ

の責務を果たさなければならない、としている。 

国は、このような認識の下、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を総合的かつ計

画的に推進するため、平成 28年７月 26日に国の処理基本計画を変更した。 

こうした中、本県としても、本処理計画（平成 18 年３月策定、平成 27 年３月変

更）を国の処理基本計画変更に即して見直しを行うものである。 
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→ 参考「資料編：１ 北海道におけるＰＣＢ廃棄物広域処理事業に係る経緯」 

 

２ ＰＣＢ廃棄物処理計画の目的 

本処理計画は、ＰＣＢ特措法第７条の規定に基づき、国の処理基本計画に即して

策定するものであり、本県のＰＣＢ廃棄物の処理を総合的かつ計画的に実施する具

体的な方策を明らかにし、確実かつ適正なＰＣＢ廃棄物の処理の推進を図ることを

目的とする。 

 

３ ＰＣＢ廃棄物処理計画の基本的方向 

   本処理計画は、国の処理基本計画を踏まえ、次の事項を基本方針とする。 

（１） 本県の産業廃棄物であるＰＣＢ廃棄物については、その保管事業者の責任に

おいて確実かつ適正に処理しなければならず、その処理に当たっては、当該事

業者が自ら処分するか、又は処分を処分業者に委託しなければならない。しか

し、高濃度ＰＣＢ廃棄物については、民間事業者による処理体制の整備が著し

く停滞した過去の経緯を踏まえれば、ＪＥＳＣＯの拠点的広域処理施設を除い

て、その処分を進めることは実質的に困難な状況にある。また、低濃度ＰＣＢ

廃棄物についても、その処分には高度な技術力と高額な設備投資を必要とする

ため、一部の民間事業者を除いては自ら処分することは実質的に困難な状況に

ある。 

このような状況を踏まえ、高濃度ＰＣＢ廃棄物のうち、大型変圧器・コンデ

ンサー等及び安定器及び汚染物等（高濃度のＰＣＢを使用した低圧変圧器及び

低圧コンデンサーのうち小型のもの、感圧複写紙、ウエス、汚泥その他の高濃

度ＰＣＢ廃棄物であって大型変圧器・コンデンサー等及び安定器を除いたもの

をいう。以下同じ。）はＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所、特殊コンデンサー

の一部はＪＥＳＣＯ大阪ＰＣＢ処理事業所、大型変圧器の一部はＪＥＳＣＯ東

京ＰＣＢ処理事業所において、第３章の１（１）で掲げる処分期間内もしくは

特例処分期限日までに処理することとする。 

低濃度ＰＣＢ廃棄物については、民間事業者による廃棄物処理法に基づく環

境大臣の無害化処理認定制度又は都道府県市（都道府県及び廃棄物処理法第 24

条の２第１項の政令で定める市という。）の特別管理産業廃棄物処分業者の許可

制度を活用して、ＰＣＢ特措法に定める処分期間（処分期間の末日は平成 39 年

３月 31 日）内に処理することとする。（以下、廃棄物処理法に基づく特別管理

産業廃棄物の処分業の事業の用に供する施設及び同法に基づく無害化処理認定

施設を合わせて「認定施設等」という。） 

（２） 高濃度ＰＣＢ使用製品（高濃度ＰＣＢ使用電気工作物を除く。）については、

処分期間内もしくは特例処分期限日までに廃棄することとする。 
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    なお、高濃度ＰＣＢ使用電気工作物については、電気事業法及び関係省令の

規定に基づき、ＰＣＢ特措法と同様の措置が講じられることとされている。 

（３） 県及び新潟市は、管内に存在するＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況並びに

ＰＣＢ使用製品（ＰＣＢ使用電気工作物を除く。）の所有の状況について、国、

ＪＥＳＣＯ、電気保安関係者等の事業者等と協力して、必要に応じ、掘り起こ

し調査を実施することにより把握し、未届けのＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ

使用製品（高濃度ＰＣＢ使用電気工作物を除く。以下、本号において同じ。）が

ないよう保管事業者及び所有事業者に届出を徹底させる。さらに、保管事業者

及び所有事業者に対して、ＰＣＢ廃棄物の適正な保管のための措置、処分に当

たっての安全な収集運搬の確保のための措置及び高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期

間内又は特例処分期限日までの計画的な処分のための取組並びに高濃度ＰＣＢ

使用製品の確実な廃棄のための取組を講ずるよう必要な指導を行う。 

（４） 安全で効率的な収集運搬を確保するために、県は、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ

処理事業所への収集運搬体制に加え、必要に応じて、ＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処

理事業所、大阪ＰＣＢ処理事業所及び認定施設等への収集運搬体制についても、

関係者と必要な連携を図り整備する。 

（５） 県は、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所における処理事業が安全かつ円滑

に実施されるよう、国、北海道、15 県、電気保安関係者、ＪＥＳＣＯ等から構

成される「北海道地域ＰＣＢ廃棄物早期処理関係者連絡会」及び北海道、15 県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県（以下「１都１道 18 県」という。）及び室

蘭市から構成される「北海道ＰＣＢ廃棄物処理事業に係る広域協議会」を活用

し、相互に十分な協議及び調整を行うとともに、ＪＥＳＣＯとも十分な連絡調

整を行う。また、ＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処理事業所及びＪＥＳＣＯ大阪ＰＣＢ

処理事業所等における処理事業についても安全かつ円滑に実施されるよう関係

自治体と連携して必要な取組を行う。 

（６） 県及び新潟市は、管内における保管事業者及び所有事業者に対し一日でも早

い処分及び廃棄を求めるためには、自らも率先して、その保管・所有する高濃

度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使用製品の処分委託・廃棄を早期に進めるこ

とが求められるとともに、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処分委託を確実に行い、低濃

度ＰＣＢ使用製品の廃棄又はＰＣＢの除去に努めることとする。 

（７） 県は自らが管理する施設・事務所・事業所（以下「施設等」という。）にあわ

せて新潟市を除く県内の地方公共団体が管理する施設等について、また、新潟

市は同市が管理する施設等について、高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使

用製品の保管・所有実態を調査し、その結果を毎年度公表するとともに、処分

期間内に一日でも早く確実に処分委託及び廃棄を終える等の対策を実施し、当

該実施状況を毎年度公表することとする。 
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（８） ＰＣＢ特措法に定める処分期間の末日のうち、最も遅い時期が平成 39年３月

31 日であることから、本処理計画の適用期間は、計画策定時から平成 39年３月

31 日までとする。また、県は、本処理計画の進捗状況や国の処理基本計画の変

更などＰＣＢ廃棄物を巡る情勢の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。 
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第２章 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の発生量、保管量及び処分量の見込み 

１ ＰＣＢ廃棄物の現状 

（１） ＰＣＢ廃棄物の保管量 

平成 28 年改正前のＰＣＢ特措法第８条の規定に基づき、保管事業者により保管

及び処分状況等の届出された平成 27 年３月 31 日現在の本県における高濃度ＰＣ

Ｂ廃棄物の種類別の保管量は表－１のとおりであり、低濃度ＰＣＢ廃棄物の種類

別の保管量は表－２のとおりである。 

 

表－１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の保管量         平成 27 年３月 31 日現在） 

高濃度ＰＣＢ廃棄物の

種類（※） 

新潟県 全国 

保管事業場数 保管量 保管量 

高圧変圧器 15 70 台 3,976 台 

高圧コンデンサー 454 1,319 台 93,502 台 

低圧変圧器 0 0 台 23,913 台 

低圧コンデンサー 30 1,700 台 1,132,714 台 

柱上変圧器 0 0 台 47,664 台 

安定器 212 25,200 個 4,347,235 個 

廃ＰＣＢ 4 20 kg 9,400 kg 

ＰＣＢを含む廃油 6 0.179 ﾄﾝ 960 ﾄﾝ 

感圧複写紙 2 0.746 ﾄﾝ 497 ﾄﾝ 

ウエス 7 0.082 ﾄﾝ 31 ﾄﾝ 

汚泥 1 2 kg 327,000 kg 

その他の機器等 12 84 台 263,361 台 

※ 廃棄物の種類ごとに台、個、kg 又はﾄﾝで集計したが、それ以外の単位で報告され

たものとして、低圧コンデンサー（540ℓ）や安定器（125ℓ）等が保管されている。

また、その他物として、非金属系汚染物（0.149 ﾄﾝ）等が保管されている。 

 

表－２ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の保管量       （平成 27年３月 31日現在） 

低濃度ＰＣＢ廃棄物の

種類（※） 

新潟県 全国 

保管事業場数 保管量 保管量 

高圧変圧器 51 138 台 17,670 台 

高圧コンデンサー 155 272 台 30,323 台 

低圧変圧器 4 726 台 6,776 台 

低圧コンデンサー 25 1,777 台 527,952 台 

柱上変圧器 8 21 台 755,199 台 
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安定器 0 0 個 535,404 個 

廃ＰＣＢ 2 0.087 kg 19,000 kg 

ＰＣＢを含む廃油 62 94.8 ﾄﾝ 51,466 ﾄﾝ 

感圧複写紙 2 557 kg 72,000 kg 

ウエス 42 3.56 ﾄﾝ 693 ﾄﾝ 

汚泥 11 259 ﾄﾝ 5,590 ﾄﾝ 

その他の機器等 532 3 台 396,611 台 

※ 廃棄物の種類ごとに台、個、kg 又はﾄﾝで集計したが、それ以外の単位で報告され

たものとして、低圧コンデンサー（460ℓ）等が保管されている。また、その他物と

して、ＰＣＢを含む廃水（15,731ℓ）等が保管されている。 

 

（２） ＰＣＢ使用製品の所有量 

    保管事業者から平成 28年改正前のＰＣＢ特措法による保管及び処分状況等の届

出の際に使用報告のあった平成 27 年３月 31 日現在の本県における高濃度ＰＣＢ

使用製品の種類別の所有量は表－３のとおりであり、低濃度ＰＣＢ使用製品の種

類別の所有量は表－４のとおりである。 

 

表－３ 高濃度ＰＣＢ使用製品の所有量       （平成 27 年３月 31日現在） 

高濃度ＰＣＢ使用製品の

種類 

新潟県 全国 

所有事業場数 所有量 所有量 

高圧変圧器（台） 2 2 台 245 台 

高圧コンデンサー（台） 14 28 台 4,735 台 

低圧変圧器（台） 0 0 台 58 台 

低圧コンデンサー（台） 1 2 台 1,699 台 

柱上変圧器（台） 0 0 台 285,635 台 

安定器（個） 11 444 個 79,785 個 

ＰＣＢ（ｔ） 0 0 kg 0.1 kg 

ＰＣＢを含む油（ｔ） 0 0 kg 0.001 kg 

その他の機器等（台） 0 0 台 1,325 台 

 

表－４ 低濃度ＰＣＢ使用製品の所有量       （平成 27 年３月 31日現在） 

低濃度ＰＣＢ使用製品の

種類 

新潟県 全国 

所有事業場数 所有量 所有量 

高圧変圧器（台） 17 29 台 6,746 台 

高圧コンデンサー（台） 14 39 台 2,624 台 
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低圧変圧器（台） 1 1 台 897 台 

低圧コンデンサー（台） 1 3 台 17,671 台 

柱上変圧器（台） 1 3 台 513 台 

安定器（個） 0 0 個 35,372 個 

ＰＣＢ（ｔ） 0 0 kg 36kg 

ＰＣＢを含む油（ｔ） 0 0 kg 8,329kg 

その他の機器等（台） 175 465 台 43,256 台 

 

 

２ ＰＣＢ廃棄物の発生量、保管量及び処分量の見込み 

（１） 高濃度ＰＣＢ廃棄物及び高濃度ＰＣＢ使用製品 

大型変圧器等、大型コンデンサー等、安定器及び汚染物等の平成 27 年３月 31 日

までの処分量、平成 27 年３月 31 日時点の保管量及び所有量並びに平成 27年度以降

の発生量（平成 27 年３月 31 日時点で保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物量及び同

日時点で所有されている高濃度ＰＣＢ使用製品の量の合計量をいう。）及び処分量の

結果が次の表に掲げるとおりと見込まれる。 

なお、平成 28 年改正前のＰＣＢ特措法に基づき届出された保管量及び所有量のう

ち、高圧変圧器及び低圧変圧器（ただし、小型のものを除く。）については大型変圧

器等として、高圧コンデンサー及び低圧コンデンサー（ただし、小型のものを除く。）

については大型コンデンサー等として、その他の廃ＰＣＢを除く高濃度ＰＣＢ廃棄

物は安定器及び汚染物等として集計する。 

 

表－５ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み 

年度 発生量※１ 処分量 保管量 所有量 

平成27年３

月31日まで 

－ 大型変圧器等 

46 台 

大型コンデン

サー等 

3,002 台 

安定器及び汚

染物等 

24,678 ﾄﾝ 

大型変圧器等 

70 台 

大型コンデン

サー等 

3,019 台 

安定器及び汚

染物等 

87.6 ﾄﾝ 

大型変圧器等 

2 台 

大型コンデン

サー等 

30 台 

安定器及び汚

染物等 

1.1 ﾄﾝ 

平成27年４

月１日以降 

大型変圧器等 

72 台 

大型コンデン

大型変圧器等 

72 台 

大型コンデン

－ － 
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サー等 

3,049 台 

安定器及び汚

染物等 

88.7 ﾄﾝ 

サー等 

3,049 台 

安定器及び汚

染物等 

88.7 ﾄﾝ 

 

※１ 平成 27 年３月 31 日時点で保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物量及び同日時点

で所有されている高濃度ＰＣＢ使用製品の量の合計量 

 

本表に示すもののほか、廃ＰＣＢ等が保管されており、順次処理が行われる見込

みである。また、本表はＰＣＢ特措法の届出等からの集計であり、これ以外に未届

けの高濃度ＰＣＢ廃棄物や高濃度ＰＣＢ使用製品が存在する可能性がある。 

 

（２） 低濃度ＰＣＢ廃棄物及び低濃度ＰＣＢ使用製品 

低濃度ＰＣＢ廃棄物の保管量及び低濃度ＰＣＢ使用製品の所有量は、平成 27 年３

月 31日時点で表－２及び４のとおりである。ただし、低濃度ＰＣＢ廃棄物及び低濃

度ＰＣＢ使用製品は、ＰＣＢ汚染の有無を実際に分析しなければその該当性を確認

できないものが多いといった課題があることから、国では、今後、正確な全体像を

把握し、そのための方策について検討することとしている。 
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第３章 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理の体制に関する事項 

１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の拠点的広域処理施設による処理体制の現状 

（１） 全国に保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理体制の現状 

国は、国の処理基本計画の中で、ＪＥＳＣＯの拠点的広域処理施設による処理

体制について、日本全体の高濃度ＰＣＢ廃棄物を一日でも早期に処理するため、

これまでに整備されたＪＥＳＣＯの拠点的広域処理施設の能力を最大限活用する

処理体制を構築し、今後も安全操業を第一としつつ、計画的かつ早期に処理が行

われるよう取り組んでいくこととしている。具体的には、「資料編：２ 拠点的広

域処理施設」に掲げるとおり、大型変圧器・コンデンサー等のうち、各ＰＣＢ処

理事業所の施設において円滑に処理を行うことが困難な処理対象物については、

他ＰＣＢ処理事業所の施設の処理能力を活用することで一日も早い円滑な処理を

可能とするため、一部の処理対象物については、従来の事業対象地域を越えて各

拠点的広域処理施設の処理能力を相互に活用して処理を行い、処理の促進を図る

こと。また、安定器及び汚染物等については、北九州ＰＣＢ処理事業所及び北海

道ＰＣＢ処理事業所の２カ所のプラズマ溶融処理設備を活用し、全国の安定器及

び汚染物等（大阪ＰＣＢ処理事業所、豊田ＰＣＢ処理事業所及び東京ＰＣＢ処理

事業所において処理可能なものを除く。）の処理を行うこととすること。更に、こ

の体制において、各事業はそれぞれ対応する拠点的広域処理施設で実施され、各

事業の進捗状況や施設の能力などにより、「資料編：２ 拠点的広域処理施設」に

掲げるとおり、異なる計画的処理完了期限及び事業終了準備期間を設けることと

している。 

また、平成 28年のＰＣＢ特措法の改正においては、計画的処理完了期限を確実

に達成するため、新たに「処分期間」が設定されたところであり、同法第 10 条第

１項の規定に基づき、保管事業者は処分期間内に、その高濃度ＰＣＢ廃棄物を自

ら処分し、又は処分を他人に委託しなければならないとしており、同法第 18 条第

１項の規定に基づき、所有事業者はその高濃度ＰＣＢ使用製品（高濃度ＰＣＢ使

用電気工作物を除く。以下、本号において同じ。）を処分期間内に廃棄しなければ

ならないとしている。この処分期間の末日は、計画的処理完了期限を確実に達成

するため、それぞれの計画的処理完了期限の１年前の日としている。ただし、処

分期間の末日から起算して１年を経過した日（以下「特例処分期限日」という。）

までに確実に処分委託する等の一定の要件に該当する保管事業者及び所有事業者

にあっては、高濃度ＰＣＢ廃棄物の自ら処分、他人への処分委託又は高濃度ＰＣ

Ｂ使用製品の廃棄を、処分期間に変えて特例処分期限日までに行わなければなら

ないとしている。 

更に、高濃度ＰＣＢ使用電気工作物については、同法及び関係省令の規定に基

づき、ＰＣＢ特措法と同様の措置が講じられることとなっている。 
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（２） 県内に保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理体制の現状 

国の処理基本計画では、ＪＥＳＣＯの拠点的広域処理施設による処理体制にお

いて、県内に保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物については、表－６の施設にお

いて処理を行うこととされている。 

 

表－６ 本県の高濃度ＰＣＢ廃棄物に係る拠点的広域処理施設の処理体制 

 大型変圧器・

コンデンサー

等（特殊コン

デンサーの一

部、大型変圧

器の一部を除

く。） 

安定器及び汚

染物等 

特殊コンデン

サーの一部 

大型変圧器の

一部 

事業名 北海道 大阪 東京 

事業場所 北海道室蘭市仲町 大阪府大阪市

此花区北港白

津２丁目 

東京都江東区

青海３丁目地

先 

施設能力 1.8 トン／日 

（ＰＣＢ分解

量） 

12.2 トン／日

（安定器等・汚

染物量） 

2.0 トン／日 

（ＰＣＢ分解

量） 

2.0 トン／日 

（ＰＣＢ分解

量） 

処分期間の末日 H34.3.31 H35.3.31 H33.3.31 H34.3.31 

事業

の時

期 

計画的処

理完了期

限 

H35.3.31 H36.3.31 H34.3.31 H35.3.31 

事業終了 

準備期間 

H35.4.1～

H38.3.31 

H36.4.1～

H38.3.31 

H34.4.1～

H37.3.31 

H35.4.1～

H38.3.31 

 

２ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の認定施設等による処理体制の現状 

国は、低濃度ＰＣＢ廃棄物については、民間事業者による認定施設等の立地の取

組が進んできているところであり、こうした民間事業者による処理体制の充実・多

様化を図ることとしている。 

また、平成 28 年改正後のＰＣＢ特措法第 14 条の規定に基づき、保管事業者は、

低濃度ＰＣＢ廃棄物について、平成 39 年３月 31 日までに、自ら処分し、又は処分

を他人に委託しなければならないとしている。 

→ 認定施設等の一覧については「資料編：３ 認定施設等」に掲げる。 
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３ ＰＣＢ廃棄物の処理体制の確保のための方策 

（１） 適正な保管のための方策 

平成 28 年のＰＣＢ特措法の改正により、保管事業者に加えて高濃度ＰＣＢ使用

製品（高濃度ＰＣＢ使用電気工作物を除く。以下、本号において同じ。）の所有事

業者も毎年度の保管及び処分状況等の届出が義務化されたことから、県及び新潟

市は、保管事業者及び高濃度ＰＣＢ使用製品の所有事業者に対し確実に届出を行

うよう指導するとともに、必要に応じて、掘り起こし調査により、ＰＣＢ廃棄物

及びＰＣＢ使用製品（ＰＣＢ使用電気工作物を除く。）の実態の把握に努める。 

また、保管事業場での保管における安全性の確保については、ＰＣＢ廃棄物が

特別管理産業廃棄物であることから、県及び新潟市は、保管事業者が廃棄物処理

法に定める「特別管理産業廃棄物保管基準」を遵守するよう啓発を行うとともに、

ＰＣＢ廃棄物の保管状況を立入検査により確認し、保管中の漏洩等がないように

必要な措置を講じるよう指導を行う。また、将来ＰＣＢ廃棄物となるＰＣＢ使用

製品の所有事業者に対しても、廃棄物になった場合には廃棄物処理法に定める「特

別管理産業廃棄物保管基準」が適用されることを周知する。 

（２） 適正な収集運搬のための方策 

ＪＥＳＣＯの拠点的広域処理施設において、高濃度ＰＣＢ廃棄物の適正処理を

推進していくためには、処理施設の安全性に加え、収集運搬の安全性確保も重要

である。このため、県内に保管されている高濃度ＰＣＢ廃棄物の搬入先はＪＥＳ

ＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所、東京ＰＣＢ処理事業所、大阪ＰＣＢ処理事業所（以

下「ＪＥＳＣＯ３ＰＣＢ処理事業所」という。）であり、いずれも運搬距離が長く、

冬期間の路面の凍結による輸送リスクもあることから、長距離輸送や地域特性も

踏まえ、十分な検討が必要である。また、運搬費用をできるだけ抑えるために、

効率的な運搬の確保に努め、保管事業者の収集・運搬に要する負担を軽減するこ

とが重要である。 

高濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に係る基準等として、廃棄物処理法に定める特

別管理産業廃棄物の収集運搬等の基準及びその基準を遵守するために必要な事項

を具体的に示した「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」が国において策定さ

れている。特に、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所への収集運搬については、

前述の基準等のほか、北海道が地域状況を考慮し、安全かつ安心できる収集運搬

を確保することを目的に、実務的な手引書として作成した「北海道ＰＣＢ廃棄物

収集運搬実務要領」を定めていることを踏まえ、県は、運搬手段、運搬経路、収

集運搬業者等に対する指導方針及び緊急時の連絡体制等について、北海道及び関

係都県と協議・調整を行い、必要な情報の共有を図るとともに、連携して収集運

搬の状況の監視・収集運搬業者等への指導や緊急時の対応を行う。更に、運搬経
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路、運搬途中の位置情報等、高濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に関する情報を収集・

整理し、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所が設置する「ＰＣＢ処理情報センタ

ー」で管理している収集運搬等の情報を活用し、適正な収集運搬を確保する。 

また、認定施設等への収集運搬についてもＪＥＳＣＯ３ＰＣＢ処理事業所への

運搬と同様に安全性の確保は重要である。 

低濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に係る基準等として、廃棄物処理法に定める特

別管理産業廃棄物の収集運搬等の基準及びその基準を遵守するために必要な事項

を具体的に示した「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」が国において

策定されており、県及び新潟市は、それらに従い、適正かつ安全に収集運搬が実

施されるよう指導を行う。 

更に、県は、県内の離島において保管されているＰＣＢ廃棄物の収集運搬につ

いては、船舶による運搬業者を含む複数の運搬業者からなる体制が必要となるこ

とから、保管事業者からの搬出が適正かつ円滑に行われるよう、関係者と必要な

連携を図る。 

これらのＰＣＢ廃棄物の収集運搬体制に係る基準等について表―７に示す。 

 

表－７ ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に係る基準等 

 

（３） 効率的な処理体制の確保のための方策 

拠点的広域処理施設における処理の実施については、平成 26年６月の国の処理

基本計画の変更により、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所の処理対象地域が、

北海道及び 15県に加え、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の安定器及び汚染物

 
高濃度ＰＣＢ廃棄物 低濃度ＰＣＢ廃棄物 

廃棄物処理法に定める 

特別管理産業廃棄物の 

収集運搬等の基準 

○ ○ 

ＰＣＢ廃棄物収集・運搬 

ガイドライン 
○ × 

低濃度ＰＣＢ廃棄物収

集・運搬ガイドライン 
× ○ 

北海道ＰＣＢ廃棄物 

収集運搬実務要領 

○ 

ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ 

処理事業所に搬出する高 

 濃度ＰＣＢ廃棄物に限る。 

× 
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等及びＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処理事業所で発生した二次廃棄物を含むものと拡大

されたこと、及び県内の高濃度ＰＣＢ廃棄物の一部がＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処理

事業所、ＪＥＳＣＯ大阪ＰＣＢ処理事業所において処理されることから、その処

理体制に対応した効率的な収集運搬及び処理が必要である。 

特に、安定器及び汚染物等については、平成 26年６月の国の処理基本計画の変

更によりＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業の対象地域が拡大されたことから、よ

り効率的に処理を進めることが必要となっており、保管事業者に対して、処分期

間にかかわらずできる限り早期の処理に向け、取り組みを進めることが求められ

ている。このため、県は、次のとおり、保管事業者及び所有事業者の十分な理解

の下に、効率的な処理体制を確保する。 

 

ア ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所については、毎年度、本県も参加する「北

海道ＰＣＢ廃棄物処理事業に係る広域協議会」での協議調整を経て策定される

「処理実施計画」を踏まえ、またＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処理事業所及びＪＥＳ

ＣＯ大阪ＰＣＢ処理事業所については、それぞれの事業に関する自治体及びＪ

ＥＳＣＯと必要な協議調整を行い、本県の高濃度ＰＣＢ廃棄物の計画的かつ効

率的な収集運搬及び処理を進める。 

イ 「処理実施計画」等を踏まえ、処理予定の保管事業者や所有事業者（高濃度

ＰＣＢ使用電気工作物に該当するものを除く。）に対し、回収・搬出予定時期の

前に、説明会等を通じて収集運搬や処理の方法等について十分周知する。 

ウ 保管状況等により早期の処理が必要な場合は、「処理実施計画」等によらず、

適宜、関係機関と調整の上、収集運搬及び処理を進める。 

 

また、県は、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理の実施については、保管事業者や所有

事業者（低濃度ＰＣＢ使用電気工作物に該当するものを除く。以下、本号におい

て同じ。）に対し、立入検査、ホームページや説明会等を通じて認定業者等による

処理体制の情報について十分周知を行い、保管事業者や所有事業者における効率

的な処理を促す。 

 

４ 広域的な処理体制に関する事項 

本県のＰＣＢ廃棄物については、ＪＥＳＣＯ３ＰＣＢ処理事業所の拠点的広域処

理施設又は認定施設等において処理を行うこととされている。本県としては、必要

に応じて、ＪＥＳＣＯ、関係自治体等の関係者と連携して、効率的かつ計画的な収

集運搬及び処理を進める。 
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第４章 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な処理を計画的に推進するために必要

な監視、指導その他の措置に関する事項 

１ ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を計画的に推進するための方策 

県内には少量のＰＣＢ廃棄物を保管する事業者が多数存在し、ＰＣＢ廃棄物の種類

も多岐にわたっている。また、ＰＣＢ特措法による届出で把握していないＰＣＢ廃棄

物やＰＣＢ使用製品が存在する可能性がある。このため、県及び新潟市は、管内に存

在するＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況並びにＰＣＢ使用製品（ＰＣＢ使用電気工

作物を除く。）の所有の状況について、国、ＪＥＳＣＯ、電気保安関係者等の事業者等

と協力して、必要に応じ、掘り起こし調査を実施することにより把握し、次のとおり

指導等を行う。 

 

ア 保管事業者及び高濃度ＰＣＢ使用製品（高濃度ＰＣＢ使用電気工作物を除く。以

下、本項において同じ。）の所有事業者に対して、ＰＣＢ特措法に基づく届出をする

よう指導するとともに、高濃度ＰＣＢ廃棄物の保管事業者及び高濃度ＰＣＢ使用製

品の所有事業者で、ＪＥＳＣＯで処理するために必要な登録をしていない事業者に

対して登録を促す。 

イ 保管事業者及び所有事業者（ＰＣＢ使用電気工作物に該当するものを除く。）に対

して、届出及び立入検査等を通じて、処理の時期を確認するとともに、処分期間内

又は特例処分期限日までに計画的かつ確実に処分が行われるよう必要な指導等を行

う。 

ウ 処理費用の負担能力が低い高濃度ＰＣＢ廃棄物の保管事業者に対して、ＰＣＢ廃

棄物処理基金及び国からの国庫補助金による処理費用の軽減制度の周知を行うとと

もに、現在ＪＥＳＣＯの処理費用の分割払い等、新たな支援策についてもその都度、

適宜周知を行う。また、意図的に処理委託を行わない高濃度ＰＣＢ廃棄物の保管事

業者に対しては、計画的に処理を行うよう指導する。 

エ 高濃度ＰＣＢ廃棄物を処分期間内又は特例処分期限日までに処分しない場合は、

必要に応じ、保管事業者に対して改善命令を発出する。 

 

国の処理基本計画によると、低濃度ＰＣＢ廃棄物及び低濃度ＰＣＢ使用製品につい

ては、ＰＣＢ特措法制定以降に問題が発覚したため使用中の物が相当数あることが想

定されること、微量のＰＣＢ汚染の原因を踏まえ、関係者が共通の理解の下で納得し

てこれの処理を行うことが重要であること、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理体制について

は整備の途上にあり、その充実・多様化を図ることが重要であることなど、高濃度Ｐ

ＣＢ廃棄物とは状況・事情が異なる点に留意する必要があるとされている。 

県及び新潟市は、国の動向に注視するとともに、立入検査、ホームページや説明会

等を通じて、低濃度ＰＣＢ廃棄物の保管事業者に対して、認定業者等と計画的な処理
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に向けた調整を行うよう働きかけを行う。また、ＰＣＢ汚染が不明な廃棄物の保管事

業者に対しては、ＰＣＢ汚染の有無の確認が必要であることの周知を行う。 

 

２ 県民及び事業者の理解を深めるための方策 

（１） 総合的な普及啓発 

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するためには、県民、保管事業者・

所有事業者及び製造者の理解と協力が必要であることから、県は、市町村と連携

を図りながら、パンフレットの配布やホームページの活用等により、ＰＣＢ廃棄

物の処理に関する知識の普及及び意識の向上を図る。また、県は、ＰＣＢ廃棄物

の保管及び処分の状況、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬及び処理の計画等ＰＣＢ廃棄物

の処理に関する情報について、説明会の開催やホームページの活用等により広く

提供し、県民及び事業者の理解の増進に努める。 

（２） 情報公開システムの活用 

ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所に設置されている「ＰＣＢ処理情報センタ

ー」では、処理施設の処理状況、環境モニタリング情報、高濃度ＰＣＢ廃棄物の

保管や収集運搬等の情報を総合的に管理するシステムが設けられ、インターネッ

ト等を通じて発信されることとなっており、県としても、「ＰＣＢ処理情報センタ

ー」の情報を受け、広く情報を提供していく。 

 

３ ＰＣＢ廃棄物処理基金による円滑な処理の推進 

産業廃棄物の処理は、排出事業者責任が基本であり、ＰＣＢ廃棄物についても、

保管事業者の費用負担において処理されることが原則である。しかし、ＪＥＳＣＯ

でのＰＣＢ廃棄物の処理方法は、世界でも類を見ない大規模な化学処理方式による

ものであるため、処理費用が高額化し、中小事業者等にとっては大きな負担となっ

ている。こうしたことから、環境省は、平成 13年度にＰＣＢ廃棄物の速やかな処理

を推進するために「ＰＣＢ廃棄物処理基金」を環境事業団（現、独立行政法人環境

再生保全機構）内に造成し、環境大臣が指定する者（現在ＪＥＳＣＯを指定）が行

うＰＣＢ廃棄物の処理事業において、中小事業者等がＰＣＢ廃棄物を処理する際に

要する費用の一部を助成することとした。 

本県としても、当該基金の造成に係る都道府県負担分として所要の資金を引き続

き拠出し、中小事業者等の負担軽減を図る。 

 

４ その他の重要事項 

（１） 低濃度のＰＣＢに汚染された絶縁油を含むトランス等の処理 

国では、低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理が合理的に進むよう、使用中の低濃度ＰＣ

Ｂ使用製品に対する課電自然循環洗浄法等の対象範囲の拡大について検討すると
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ともに、絶縁油の抜油後の筐体について、安全かつ合理的な処理方策についても

検討を進めているところであり、今後も関係情報を注視し、事業者の保管や適正

処理の推進について適切な対応を図ることとする。 

（２） 低濃度ＰＣＢ使用製品の使用廃止期限等の取扱いの明確化 

    平成 28 年のＰＣＢ特措法の改正により、高濃度ＰＣＢ使用製品（高濃度ＰＣＢ

使用電気工作物を除く。）の処分期間内の廃棄が義務付けられたが、低濃度ＰＣＢ

使用製品については義務づけがなされなかった。将来的に低濃度ＰＣＢ廃棄物に

なる低濃度ＰＣＢ使用製品について、残留性有機汚染物質に関するストックホル

ム条約に定める使用の全廃の期限（平成 37年）までの廃棄を義務付ける制度的措

置を国に要望していく。 

（３） ＰＣＢ廃棄物処理事業を通じた広域的連携によるリサイクルの推進 

ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業においては、高濃度ＰＣＢ廃棄物の適正処理

と処理残さ等のリサイクルの推進が求められており、このためには、環境関連産

業の活用が必要である。また、当該処理事業の対象地域は広大で、１都１道 18県

の広域的な連携が重要となる。こうしたことから、１都１道 18県は、当該処理事

業を通じて、環境関連産業等も活用し、広域的な連携によるリサイクルの推進に

ついて情報交換等の取組を行う。 

 （４） 地元自治体への協力 

北海道ＰＣＢ処理事業所が設置されている北海道及び室蘭市は、高濃度ＰＣＢ

廃棄物の処理について重要な役割を果たしていることから、北海道及び室蘭市に

対し可能な限り協力を行う。 
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〔資料編〕 １  北海道におけるＰＣＢ廃棄物広域処理事業に係る経緯 

 

北海道においては、平成 14 年に「北海道ＰＣＢ廃棄物適正処理基本方針」を定め、関

係機関とともにＰＣＢ廃棄物の処理の推進に努め、平成 14年５月には、鉄鋼業を中心と

しリサイクル産業などの科学技術の集積がある室蘭市での環境事業団の処理施設の立地

について北海道知事から環境大臣に要請が行われた。その後、室蘭市において十数回に

及ぶ市民説明会や「室蘭市ＰＣＢ処理安全市民委員会」が開催され、また、平成 14 年 11

月には、北海道と室蘭市が共催でシンポジウムを開催して、道民や市民の理解に努め、

平成 14 年 12 月には、室蘭市が「ＰＣＢ廃棄物処理施設に対する室蘭市の基本的考え方」

をとりまとめ、処理施設の受入条件を提示しながら早急に立地を行うことを国と北海道

に要請を行った。 

  これを受けて、国においては、北海道事業の検討がなされ、平成 15年２月に環境事業

団による「北海道ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業実施計画」に係る環境大臣の認可

がなされた。また、国においては、ＰＣＢ特措法第６条に基づき、全国的なＰＣＢ廃棄

物の施設整備の方向を明らかにする国の処理基本計画を平成 15 年４月に策定したところ

であり、北海道においては、ＰＣＢ特措法第７条に基づき、「北海道ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理計画」を策定した。その後、15 県において処理施設設置の目処が立たない状

況から、平成 15 年 11 月に、環境省から、北海道及び室蘭市に対して、15 県を加えた地

域を対象とする事業地域拡大の要請を行った。また、本県としても、県内にＰＣＢ廃棄

物の処理施設を設置する見通しがたたず、県内での処理が困難な状況にあることから、

平成 16 年１月に、北海道に対して、本県のＰＣＢ廃棄物について北海道室蘭市において

整備される処理施設での受入を要望した。 

  これに対し、北海道及び室蘭市では、室蘭市において二十数回にわたり説明会を開催

するなどして検討を行い、北海道内ＰＣＢ廃棄物の処理を行うに当たり、環境事業団か

ら示された様々なリスクを想定した多重の安全対策などの実施や処理計画に基づく安全

方策の推進により安全性は確保されるとの考えを基本とし、さらに、北海道や室蘭市が

考える処理時や収集運搬時における安全対策を追加することにより、処理事業が拡大し

た場合でも安全性は確保されるとの判断から、安全を確保するための受入条件の承諾を

前提に、平成 16 年３月、国からの要請や本県の要望が受諾された。 

  これを受けて、国では、平成 16 年５月に国の処理基本計画を変更した。また、環境事

業団のＰＣＢ廃棄物処理事業は、日本環境安全事業株式会社法の制定により、平成 16年

４月から、ＰＣＢ廃棄物処理を行う国の唯一の機関として、国の全額出資により設立さ

れたＪＥＳＣＯに承継され、北海道事業の実施については、同年６月 30日、ＪＥＳＣＯ

の「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業基本計画」の中で、環境大臣の認可がなされて

いる。 

  また、平成 16 年７月には、北海道、15県及び室蘭市からなる「北海道ＰＣＢ廃棄物処
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理事業に係る広域協議会」を設置し、ＰＣＢ廃棄物処理事業の安全対策に関する事項、

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に関する事項など、北海道事業の安全の確保及び運搬に係る調

整を図ることとした。 

  ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所では、高圧トランス等、高圧コンデンサ等、廃Ｐ

ＣＢ及びＰＣＢを含む廃油を処理する施設が、平成 20年５月に、安定器等・汚染物を処

理する施設が、平成 25 年９月にそれぞれ操業を開始したが、その後、平成 25 年 10 月、

環境省から、処理基本計画の見直しに際し、北海道及び室蘭市に対して、新たに埼玉県、

千葉県、東京都及び神奈川県に保管されている安定器等・汚染物の処理を行うことや事

業の処理完了予定時期を延長することなどについて、検討の要請があった。 

  北海道では、室蘭市とともに要請内容について検証を行うとともに、住民説明会を開

催するなどして検討を行い、安全操業などに係る受入条件の承諾を前提として、平成 26

年４月、国からの要請を受諾した。 
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〔資料編〕 ２ 拠点的広域処理施設 

事業名 

（実施場所） 
処理対象 事業対象地域※ 

事業対象地域以外に保管されている処理対

象物 
施設能力 

処分期間の末日 事業の時期 

計画的処理完了期限 事業終了準備期間 

北九州 

（福岡県北九州市

若松区響町１丁目） 

大型変圧器・コンデンサー等 Ａ地域 
Ｃ地域の車載トランスの一部、Ｄ地域のコン

デンサの一部 

1.5 トン／日 

（ＰＣＢ分解量） 
平成 30 年 3 月 31 日 平成 31 年 3 月 31 日 

平成31 年4月1日から

平成34年３月31日まで 

安定器及び汚染物等 

Ａ地域、Ｂ地域及びＣ地域（大

阪事業及び豊田事業におけ

る処理対象物を除く。） 

  
10.4 トン／日 

（安定器等・汚染物量） 
平成 33 年 3 月 31 日 平成 34 年 3 月 31 日 

平成34 年4月1日から

平成36年３月31日まで 

大阪 

（大阪府大阪市此

花区北港白津２丁

目） 

大型変圧器・コンデンサー等 Ｂ地域 

Ｃ地域の車載トランスの一部及び特殊コンデ

ンサの一部、Ｅ地域の特殊コンデンサの一

部 2.0 トン／日 

（ＰＣＢ分解量） 

平成 33 年 3 月 31 日 平成 34 年 3 月 31 日 
平成34 年4月1日から

平成37年３月31日まで 

安定器及び汚染物等 
Ｂ地域（小型電気機器の一部

に限る。） 
  平成 33 年 3 月 31 日 平成 34 年 3 月 31 日 

平成34 年4月1日から

平成37年３月31日まで 

豊田 

（愛知県豊田市細

谷町３丁目） 

大型変圧器・コンデンサー等 Ｃ地域 
Ｂ地域のポリプロピレン等を使用したコンデ

ンサの一部 
1.6 トン／日 

（ＰＣＢ分解量） 

平成 34 年 3 月 31 日 平成 35 年 3 月 31 日 
平成35 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

安定器及び汚染物等 
Ｃ地域（小型電気機器の一部

に限る。） 
  平成 34 年 3 月 31 日 平成 35 年 3 月 31 日 

平成35 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

東京 

（東京都江東区青

海３丁目地先） 

大型変圧器・コンデンサー等 Ｄ地域 
Ｃ地域の車載トランスの一部、Ｄ地域のコン

デンサの一部、Ｅ地域の大型トランスの一部 
2.0 トン／日 

（ＰＣＢ分解量） 

平成 34 年 3 月 31 日 平成 35 年 3 月 31 日 
平成35 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

安定器及び汚染物等 
Ｄ地域（小型電気機器の一部

に限る。） 

北九州ＰＣＢ処理事業所及び大阪ＰＣＢ処理

事業所から発生する廃粉末活性炭 
平成 34 年 3 月 31 日 平成 35 年 3 月 31 日 

平成35 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

北海道 

（北海道室蘭市仲

町） 

大型変圧器・コンデンサー等 Ｅ地域   
1.8 トン／日 

（ＰＣＢ分解量） 
平成 34 年 3 月 31 日 平成 35 年 3 月 31 日 

平成35 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

安定器及び汚染物等 
Ｄ地域及びＥ地域（東京事業

における処理対象物を除く。） 
  

12.2 トン 

（安定器等・汚染物量） 
平成 35 年 3 月 31 日 平成 36 年 3 月 31 日 

平成36 年4月1日から

平成38年３月31日まで 

（注）事業対象地域については、以下のとおり。 

Ａ地域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

Ｂ地域：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

Ｃ地域：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

Ｄ地域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

Ｅ地域：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県 
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〔資料編〕 ３ 認定施設等 

 

（平成28年11月１日現在） 

事業者名 設置場所 
認定 

許可※１ 

廃棄物の種類（低濃度ＰＣＢ廃棄物） 

廃油 トランス・コンデンサ等 その他汚染物 処理物 

財団法人愛媛県廃棄物処理センター 愛媛県新居浜市 認定 ○ ○ ○ ○ 

光和精鉱株式会社 福岡県北九州市 認定 ○ ○ ○  

株式会社クレハ環境 福島県いわき市 認定 ○ ○ ○ ○ 

東京臨海リサイクルパワー株式会社 東京都江東区 認定 ○    

エコシステム秋田株式会社 秋田県大館市 認定 ○ ○ ○ ○ 

神戸環境クリエート株式会社 兵庫県神戸市 認定 ○  ○ ○ 

株式会社富山環境整備 富山県富山市 認定 ○ ○ ○ ○ 

株式会社富士クリーン 香川県綾歌郡 認定 ○ ○ ○ ○ 

関電ジオレ株式会社 兵庫県尼崎市 認定 ○    

三光株式会社 鳥取県境港市 認定 ○ ○ ○ ○ 

杉田建材株式会社 千葉県市原市 認定 ○ ○ ○ ○ 

ＪＦＥ環境株式会社 神奈川県横浜市 認定 ○  ○ ○ 

群桐エコロ株式会社 

（旧：株式会社エコロジスタ） 
群馬県太田市 認定 ○ ○ ○ ○ 

環境開発株式会社 石川県金沢市 認定 ○  ○ ○ 

オオノ開發株式会社 愛媛県東温市 認定 ○ ○ ○ ○ 

ＪＸ金属苫小牧ケミカル株式会社 北海道苫小牧市 認定 ○ ○ ○  

株式会社かんでんエンジニアリング 
兵庫県神戸市 

ほか 
認定  ○   

株式会社ＧＥ 大阪府堺市 認定 ○  ○ ○ 

ユナイテッド計画株式会社 秋田県秋田市 認定 ○ ○ ○ ○ 

エコシステム小坂株式会社 秋田県鹿角郡 認定   ○ ○ 

中部環境ソリューション合同会社 
愛知県知多郡 

愛知県名古屋市 
認定  ○   

中部環境ソリューション合同会社 愛知県弥富市 認定  ○   

株式会社神戸環境ソリューション 兵庫県神戸市 認定  ○   

北電テクノサービス株式会社 
富山県滑川市 

ほか 
認定  ○   

ゼロ・ジャパン株式会社 香川県香川郡 認定 ○ ○   

三池製錬株式会社 福岡県大牟田市 認定   ○ ○ 

中国電機製造株式会社 岡山県倉敷市 認定  ○   

日本シーガテック株式会社 京都府福知山市 認定 ○ ○   

赤城鉱油株式会社 群馬県みどり市 認定 ○ ○ ○ ○ 

東芝環境ソリューション 神奈川県川崎市 認定 ○ ○   

株式会社太洋サービス 静岡県浜松市 認定 ○ ○ ○ ○ 

エコシステム山陽株式会社 岡山県久米郡 許可 ○ ○※２ ○ ○ 

水島エコワークス株式会社 岡山県倉敷市 許可 ○   ○ 

東京パワーテクノロジー株式会社 神奈川県川崎市 許可  ○※２ ○  

三重中央開発株式会社 三重県伊賀市 許可 ○  ○ ○ 

※１ 認定：廃棄物処理法第15条の４の４に基づく無害化処理認定 

   許可：廃棄物処理法第14条の４に基づく特別管理産業廃棄物処分業許可 

※２ 抜油済みのものに限る。 


